
　

卸売市場事業
国民健康保険事業
収益事業
駐車場事業
国民宿舎運営事業
産業立地推進事業
土地区画整理事業清算金
へき地診療所事業
農業集落排水事業
母子父子寡婦福祉資金貸付事業
介護保険事業
後期高齢者医療事業

水道事業会計

6.12
345.83
216.47

5.39
  6.09

5.74
0.02
0.59
3.12
0.61

295.53
49.65

各会計決算額（単位：億円）平成30年度の

6.12
354.31
164.03

2.17
  2.81

6.68
0.02
0.59
3.12
1.79

299.92
51.44

支出収入
収益的収支（消費税抜き）
資本的収支（消費税込み）

53.74
88.17

67.99
49.05

公共下水道事業会計 支出収入
収益的収支（消費税抜き）
資本的収支（消費税込み）

87.81
100.25

90.72
75.77

一 般 会 計

計
総　計

歳出
1,534.78

935.16
2,469.94

特
　別
　会
　計

歳入
1,557.32

893.00
2,450.32

平成30年度 決算２
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①実質公債費比率▶財政の規模に対する起債（借金）の元利償
還負担の割合で、特別会計等に対する実質負担分も含みます。
②将来負担比率▶財政の規模に対する起債の残高など、将来負
担しなければならない実質的な負債の割合です。

■ 健全化判断比率

実質公債費比率1
将来負担比率2

区　　分
14.6％

165.9％

30年度

350.0％
25.0％

早期健全化基準

※国の交付税の代わりに発行している臨時財政対策債は除きます。

■ 一般会計の起債残高

③資金不足比率▶公営企業の営業収入などの事業規模に対す
る赤字の割合です。国民宿舎運営事業では、年々数値は低下して
いますが、経営健全化計画に沿って、さらなるコスト縮減や利用
率アップを図り、着実な経営改善に取り組みます。

国民宿舎運営事業

3
区　　分

区　　分
起 債 残 高 ※

30年度
31.9％

経営健全化基準
20.0％

+35億円
増減

高知市の財政指標
￥

％
　地方公共団体の財政の健全性を判断する目安として、借金の返済状況や、収入と支出の状況
などを表す「健全化判断比率」と「資金不足比率」があります。数値は以下のとおりで、低い
ほど財政状況は健全であると言えます。

■ 一般会計の基金残高
30年度
140億円

区　　分
基 金 残 高 ▲16億円

増減

14.7％

165.3％

29年度 29年度
149.0％

29年度
1,359 億円

30年度
1,394 億円

29年度
156億円

■ 資金不足比率（　　）

ごみ・し尿の処理や施設設備、
健診事業など

衛生費 【109億375万円】

消防費
消防の活動、施設の整備など

【44億5,577万円】

借入金の返済など
公債費【185億7,960万円】

歳 出
総額1,534億7,794万円

商工費
商工業、観光の振興など

【19億4,696万円】

庁舎建設・管理、防災、選挙費など
総務費【153億3,918万円】

その他【10億9,100万円】
議会費、労働費、災害復旧費など

民生費【717億7,583万円】
高齢者福祉、子育て支援、
生活保護など

教育費
学校施設の整備や運営など

【120億2,488万円】

農林水産業費
農林漁業の振興など

【23億4,033万円】

1.5％

0.7％

46.8％

12.1％
10.0％

9.8％

7.8％
7.1％

2.9％

1.3％

土地区画整理、道路や
公園の整備など

土木費 【150億2,064万円】 歳 入
総額1,557億3,252万円

市税
市民税や固定資産税、
たばこ税など

【451億4,020万円】

市が行う事業に対する
国からの負担金や補助金

【330億4,061万円】国庫支出金 

【221億4,682万円】
大きな事業を行うときに
借りたお金

市債

市が行う事業に対する県からの
負担金や補助金

【98億1,382万円】県支出金

地方交付税【242億9,774万円】
市の財政力に応じて国から交付されたもの

その他【212億9,333万円】
負担金、使用料、財産収入、
貸付金の元利収入など

13.7％
29.0％

21.2％15.6％

14.2％

6.3％

ごみ・し尿の処理や施設設備、
健診事業など

衛生費 【109億375万円】

消防費
消防の活動、施設の整備など

【44億5,577万円】

借入金の返済など
公債費【185億7,960万円】

歳 出
総額1,534億7,794万円

商工費
商工業、観光の振興など

【19億4,696万円】

庁舎建設・管理、防災、選挙費など
総務費【153億3,918万円】

その他【10億9,100万円】
議会費、労働費、災害復旧費など

民生費【717億7,583万円】
高齢者福祉、子育て支援、
生活保護など

教育費
学校施設の整備や運営など

【120億2,488万円】

農林水産業費
農林漁業の振興など

【23億4,033万円】

1.5％

0.7％

46.8％

12.1％
10.0％

9.8％

7.8％
7.1％

2.9％

1.3％

土地区画整理、道路や
公園の整備など

土木費 【150億2,064万円】 歳 入
総額1,557億3,252万円

市税
市民税や固定資産税、
たばこ税など

【451億4,020万円】

市が行う事業に対する
国からの負担金や補助金

【330億4,061万円】国庫支出金 

【221億4,682万円】
大きな事業を行うときに
借りたお金

市債

市が行う事業に対する県からの
負担金や補助金

【98億1,382万円】県支出金

地方交付税【242億9,774万円】
市の財政力に応じて国から交付されたもの

その他【212億9,333万円】
負担金、使用料、財産収入、
貸付金の元利収入など

13.7％
29.0％

21.2％15.6％

14.2％

6.3％
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歳入歳出決算額（一般会計）

実質収支 5 億円 実質的な収支（月額） 1,912 円

▼高知市一般会計
総収入
市税 ・ 譲与税 ・ 国県補助金等
地方交付税
基金繰入金
市債 （借入金）
繰越金 （前年度からの繰越金）

1,046 億円
243 億円
20 億円

222 億円
27 億円

人件費 （職員の給与 ・ 手当等）
扶助費 （生活保護費等の社会福祉費）
公債費 （借入金の元利償還費）
繰出金 （特別会計等に支出する経費）
その他

211 億円
509 億円
186 億円
133 億円
496 億円

1,558 億円
▼月収40万円の世帯に例えると…
総収入（月額）
世帯の月収（ボーナス込み）
親からの仕送り
貯金の取り崩し
借金
前月の剰余金

400,000 円
92,925 円
7,648 円

84,895 円
10,325 円

食費 
医療費等
ローン返済
子どもへの仕送り
その他住宅費・衣料費等

80,688 円
194,646 円
71,128 円
50,861 円

189,675 円

595,793 円

総支出 1,535 億円 総支出（月額） 586,998 円

形式収支 23 億円 収支（月額） 8,795 円

起債残高※ 
基金残高　　　　　　　　　　　　　

1,394 億円
140 億円

ローン残高※
貯蓄残高

533,078 円
53,537 円

※左表の「起債残高（ローン残高）」について、国の交付税
の代わりに発行している臨時財政対策債は除いています。

市の財政を家計
に例えてみると…

　平成30 年度の一般会計決算額を家計に例えてみまし
た。市税などの自主的に収入できる財源と、事業に応じ
て交付される国県補助金等との合計額を、月 40 万円の
給料（ボーナス込み）相当として計算したのが左表です。
　この表で見ると、ローンの返済を除いても毎月 51 万
円余りの出費があり、親からの仕送りに例えた地方交付
税に依存していることがわかります。また、貯金を
7,000 円余り崩しながらローン返済よりも多い借金を
しているため、貯金が減りローン残高が増えています。
支出を切り詰め、借金を減らす取り組みが必要です。繰り越すべき財源 （翌年度必要経費）18 億円 翌月支払義務経費 6,883 円

決

災害に強いまちづくり

　
平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
決
算
は
、
前

年
度
と
比
較
す
る
と
歳
入
は
2.5
％
、
歳
出

は
2.2
％
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
・
歳
出
は
左
の
円
グ

ラ
フ
の
と
お
り
で
、
歳
入
歳
出
差
引
額
は

22
億
５
４
５
８
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
翌

年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
（
17
億
８
０

１
５
万
円
）
を
除
く
実
質
収
支
は
、
４
億

７
４
４
３
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

　
市
の
借
金
で
あ
る
一
般
会
計
の
起
債
残

高
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
約
50
億
円
増

の
２
０
１
８
億
円
、
国
の
交
付
税
の
代
わ

り
に
発
行
し
て
い
る
起
債
を
除
い
た
残
高

は
、
約
35
億
円
増
の
１
３
９
４
億
円
と
な

り
、
２
年
連
続
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
市
の
貯
金
で
あ
る
基
金
は
、
新

庁
舎
建
設
事
業
に
８
億
４
１
１
４
万
円
取

り
崩
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
全
体
で
約
16
億

円
減
少
す
る
な
ど
、
厳
し
い
状
況
で
す
。

一
般
会
計

地方創生の取り組み強化 〜れんけいこうち広域都市圏の推進〜

●消防力向上のため、中央消防署、江ノ口・横浜分団屯所の整
備や消防職員・団員の体制を強化
●上水道の送水幹線二重化や基幹管路耐震化など、災害に強い
水道づくりを推進
●自主防災組織育成の強化や組織活動の担い手不足解消への支
援を継続（平成31年3月末の自主防災組織数807団体・結成率
95.1％）
●津波避難ビルの指定や、自動開錠装置付きキーボックスなど
の配備とともに、木造住宅耐震改修工事への助成を継続
●支援物資を円滑に受け入れ、必要な物資を各避難所まで速や
かに配送する物資配送計画（物資配送マニュアル）を策定

　県内全市町村で圏域を形成し、「オール高知」の取り組みで、人口
減少の克服をめざし、以下の事業を実施しました。
●移住に不安を抱える大都市圏の潜在的な移住希望者へのPRなどと
ともに、圏域内のお試し滞在施設の相互利用など、高知市を拠点とす
る二段階移住の取り組みを推進
●高知市で開催する防災講座を双方向の送受信システムにより6つの
サテライト会場で同時受講可能とし、圏域内の防災リーダーを育成
●年間約90万人が訪れる日曜市において、圏域市町村の農産物・加
工品の販売や観光PRを実施
●AIを活用した外国語観光案内システムの運用開始とともに、外国語対
応可能な観光案内所「こうち観光ナビ・ツーリストセンター」を新設

　
特
別
会
計
（
国
民
健
康
保
険
事
業
な
ど

12
会
計
）
全
体
で
の
歳
出
規
模
は
９
３
５

億
１
５
９
６
万
円
で
、
実
質
収
支
は
42
億

１
８
６
０
万
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
。

し
か
し
、
経
営
収
支
の
改
善
に
努
め
た
結

果
、特
別
会
計
全
体
の
単
年
度
収
支
で
は
、

２
６
９
９
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

今
後
も
収
支
改
善
に
努
め
、
累
積
赤
字
の

削
減
を
図
り
ま
す
。

　
ま
た
、
公
営
企
業
会
計
で
は
、
水
道
事

業
会
計
に
お
い
て
、
損
益
計
算
書
で
14
億

２
４
６
６
万
円
の
純
利
益
を
計
上
し
ま
し

た
。
毎
年
赤
字
が
続
い
て
い
た
公
共
下
水

道
事
業
で
は
、
平
成
30
年
４
月
か
ら
の
使

用
料
の
改
定
や
水
洗
化
率
の
向
上
に
よ

り
、
２
億
９
１
４
５
万
円
の
純
利
益
と
な

り
ま
し
た
。
今
後
も
累
積
赤
字
の
解
消
に

向
け
て
収
益
確
保
に
努
め
、
経
営
の
健
全

化
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

特
別
会
計
・
公
営
企
業
会
計

▲平成31年3月にオープンした外国語対応可能な観光案内所
「こうち観光ナビ・ツーリストセンター」

特 集

実質収支 5 億円 実質的な収支（月額） 1,912 円

▼高知市一般会計
総収入
市税 ・ 譲与税 ・ 国県補助金等
地方交付税
基金繰入金
市債 （借入金）
繰越金 （前年度からの繰越金）

1,046 億円
243 億円
20 億円

222 億円
27 億円

人件費 （職員の給与 ・ 手当等）
扶助費 （生活保護費等の社会福祉費）
公債費 （借入金の元利償還費）
繰出金 （特別会計等に支出する経費）
その他

211 億円
509 億円
186 億円
133 億円
496 億円

1,558 億円
▼月収40万円の世帯に例えると…
総収入（月額）
世帯の月収（ボーナス込み）
親からの仕送り
貯金の取り崩し
借金
前月の剰余金

400,000 円
92,925 円
7,648 円

84,895 円
10,325 円

食費 
医療費等
ローン返済
子どもへの仕送り
その他住宅費・衣料費等

80,688 円
194,646 円
71,128 円
50,861 円

189,675 円

595,793 円

総支出 1,535 億円 総支出（月額） 586,998 円

形式収支 23 億円 収支（月額） 8,795 円

起債残高※ 
基金残高　　　　　　　　　　　　　

1,394 億円
140 億円

ローン残高※
貯蓄残高

533,078 円
53,537 円

※左表の「起債残高（ローン残高）」について、国の交付税
の代わりに発行している臨時財政対策債は除いています。

市の財政を家計
に例えてみると…

　平成30 年度の一般会計決算額を家計に例えてみまし
た。市税などの自主的に収入できる財源と、事業に応じ
て交付される国県補助金等との合計額を、月 40 万円の
給料（ボーナス込み）相当として計算したのが左表です。
　この表で見ると、ローンの返済を除いても毎月 51 万
円余りの出費があり、親からの仕送りに例えた地方交付
税に依存していることがわかります。また、貯金を
7,000 円余り崩しながらローン返済よりも多い借金を
しているため、貯金が減りローン残高が増えています。
支出を切り詰め、借金を減らす取り組みが必要です。繰り越すべき財源 （翌年度必要経費）18 億円 翌月支払義務経費 6,883 円

算
平成30年度は引き続き財政健全化に努め、連携と絆で
創る「にぎわいと暮らし安心のまちづくり」をめざし、

「災害に強いまちづくり」と「地方創生の取り組み強化」
の2本柱を最重点に置きながら、総合計画第3次実施計
画の施策を着実に推進しました。
平成30年度の決算や財政指標から、本市の財政状況を
お知らせします。

▲針木および長浜学校給食センターが完成し、平成30年９
月から全市立中学校で完全給食を実施

特 集
２

この記事についての問い合わせは 財政課☎823-9408へこの記事についての問い合わせは 財政課☎823-9408へ

平成30年7月に開館したオーテピア▶

平成30年度に重点的に取り組んだ事業


